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ＩＴ関連施策について

～Society5.0実現に向けたイノベーション環境の整備～
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Connected IndustriesSociety 5.0
１．新技術・事業の社会実装／データ共有促進
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）
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新技術・事業の
早期社会実装に向けた措置

１．コネクティッド・インダストリー（新技術・事業の社会実装／データ共有促進）
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）
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データ連携・共有の円滑化
に向けた措置

１．コネクティッド・インダストリー（新技術・事業の社会実装／データ共有促進）
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）
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協調領域におけるデータ共有支援

事業者が公的データを提供要請できる制度※を創設
※協調領域において、データを収集し他の事業者に提供する「データ共有事業者」について、主務大臣による

一定のセキュリティの確認を受けると、国や独立行政法人等の公的データの提供を要請できる制度

公的データの例

※主務大臣による確認が必要（前ページの計画認定に加えて、一定水準のセキュリティについて確認）

衛星データ 海洋データ

等

地図データ 気象データ
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利活用されるデータ量の拡大
協調領域の拡大のために
～アーキテクチャーの構築～

１．コネクティッド・インダストリー（新技術・事業の社会実装／データ共有促進）
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）





「スマートコミュニティ」 NIST: Smart Grid Framework

「EMSによってエネルギーを総合的に管
理・最適化」と言っているだけでは、法に
もシステムにも変化は起きない。

• スマートグリッドを構成する様々なアーキ
テクチャや技術的手段等を提案。

• 電力事業規制の見直しにも反映。
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NIST（アメリカ国立標準技術研究所）によるアーキテクチャ設計の重要性

 組織体制
・正規スタッフ 3,400人
（科学者・技術者,サポートスタッフ,運営部門）
・国内企業や海外の科学者・工学者 約2,700人
・国内約400ヶ所の提携機関で1,300人の製造技術の
専門家やスタッフが関与

 取組内容
下記の優先的課題について、アーキテクチャ設計や標準
技術の研究に取り組む。
・高度なものづくり ・IT・サイバーセキュリティ
・ヘルスケア ・法科学 ・災害対策
・サイバーフィジカルシステム
・次世代コミュニケーションシステム 他
※国プロ案件に加え、業界の依頼による研究も実施。

 予算規模
合計：10億430万ドル／約1,120億円(推定)
＜内訳＞
・政府予算：8億5,000万ドル
・NIST提供サービスによる収入：4,730万ドル(推定)
・寄付：1億700万ドル(推定)

・アーキテクチャ：
使用・設計の観点からの、システム全体の概念的構造および全体組織。 システムの共
通理解を伝えるための技術上・ビジネス上の設計、実装、標準を含む。 また、システム
全体のアプリケーション・設計が満たさなければならない高水準の原則および要件を具
体化したもの。
→具体的には、データの共通語彙、記述ルール、ファイル形式、品質・制度、通信方
式等のデータ標準に加え、主体ごとに共有されるデータの種類・流れ、ハード・ソフトの
規格、状況に応じたその変動等を含む、システム設計全体

・レファレンスモデル：
システム全体の特性、使用方法、インターフェース、要件、標準について議論するための
基礎となる考え方、図、説明のセット。アーキテクチャを記述し、議論し、開発するため
のツール。

○NISTによる定義

（ドイツ）Industrial Data Space（フラウンホーファー研究機構）

 特にものづくりの分野において、企業間でセキュアにデータ共有を行うための仕組み作
りを推進。データ共有の際の要件整理や事例の共有、プロジェクト成果の標準化、
データ利用に関するガイドラインの策定などを実施。

 当該ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ予算規模：500万ユーロ／約6.5億円(ドイツ連邦教育研究省)
※Industrie4.0ﾌﾟﾛｼﾞｪｸﾄ全体では、2億ユーロ／約280億円

 主要参加企業：SAP、SIEMENS、Audi、Bosch、Volkswagen 等

（中国）中国製造2025（中国国務院）

 「中国製造2025」の5大プロジェクトの1つとして「スマート製造プロジェクト」を推進。ス
マート製造の標準化の指針作り、モデルケースとなる企業や地域への支援等を実施。

 予算規模：343億元／約5,500億円

 主要参加企業：華為技術（Huawei）、美的集団（Midea Group）、海尔集
团（Haier Group）等

○中国やドイツでも同様の取組が行われている
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ＡＩ戦略/
高効率・高速処理を可能とするAI開発

１．コネクティッド・インダストリー（新技術・事業の社会実装／データ共有促進）
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）
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ＡＩ戦略/
第四次産業革命下で求められる人材

１．コネクティッド・インダストリー（新技術・事業の社会実装／データ共有促進）
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）







初回認定講座事業者と世耕大臣との意見交換

講座の特徴
 民間事業者による講座、資格とヒモ付かない講座、120

時間以下の授業時間の講座も対象
 実習、実技、演習又は発表などが含まれる実践的な講

座がカリキュラムの半分以上
 審査、試験等により訓練の成果を評価
 社会人が受けやすい工夫（e-ラーニング等）

＜認定対象分野＞
①ＩＴ分野
⇒ ＡＩ、ＩｏＴ、クラウド、データサイエンス 等 【将来成長が見込める新技術・システムの習得】

（デザイン思考、アジャイル開発等の新たな開発手法との組み合わせを含む）
⇒ 高度なセキュリティ 等 【必須スキルの習得】

② IT利活用分野（今後、拡大を予定）
⇒ 自動車分野のモデルベース開発 等 【(製造業向け等の)ITによる高度化対応】

「第四次産業革命スキル習得講座認定制度」
 社会人向けのＩＴ・データ分野の専門性・実践性の高い教育訓練講座を経済産業大臣が認定

する「第四次産業革命スキル習得講座認定制度」を創設。
※ 経済産業大臣が認定した教育訓練講座のうち、厚生労働省が定める一定の要件を満たし、厚生労働大臣の指定を受

けたものは、「専門実践教育訓練給付」の対象となる。
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未踏事業による人材の育成について

西川 徹氏
2005年度未踏採択
(株)プリファード
ネットワークス
代表取締役社長

ビッグデータをリアルタイムに処理す
る世界最高水準の技術を開発

自動運転等の実現に向けた、人工
知能の研究開発に着手

落合 陽一氏

2009年度未踏採択
筑波大学准教授
Pixie Dust Technologies .Inc
CEO

メディアアート作品の研究、制作に
より「現代の魔法使い」と呼ばれる

人型ロボット用のOSとも言える
制御ソフトウェア
V-Sidoを開発

吉崎 航氏
2009年度未踏採択
アスラテック(株)
取締役CRC

鈴木 健氏
2002年度未踏採択
スマートニュース(株)
代表取締役会長

ニュースキュレーションアプリの開発

緒方 貴紀氏

2010年度未踏採択
(株)ABEJA創業者
Head of Research

機械学習プラットフォーム、業界別の
機械学習SaaSの開発・展開
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これまで1,700人の未踏IT人材を発掘・育成。250名以上が起業・事業化を
行い、産業界の第一線で活躍。





J－Startupの取組
～日本のスタートアップに次の成長を。世界に次の革新を～

＜Supporters＞

＜推薦委員＞ 66名

104企業

スタートアップ92社を選定
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先進的なAI実践スクールについて
 テクノロジーで解決可能な課題であっても、解決することができる依頼先を判別できない場合や、そもそも課題を

依頼先に発注できるレベルまでに整理できていない場合等も存在。

 いわゆるProject-Based Learning（以下、「PBL（※）」）の場が十分に整備されていないため、実践的な
スキルが身についていない（真に必要なAI人材が育たない恐れ）。
※Project-Based Learning：実際のデータを基にしたプロジェクトを解くことによる実戦的な学習形式のこと



(参考) フランスの「42」について①

↑オランド大統領がNiel氏に伴われて42を訪ね
た時、一部の学生たちが廊下で寝ていた。

• 2013年にXavier Niel氏(仏通信ｸﾞﾙｰﾌﾟIliadのCSO)が設立したテックアカデミー。
• 18-30歳の若者が情報技術のプロとなるための教育が目的。
• 4週間でプログラムを書き好成績者が入学許可。年約1000名入学(倍率80倍以上)。
• ピアレビュー(学生同士のコミュニケーション)とプログラミングのプロジェクト、インターン制、さまざまなゲーミ

フィケーションを通じて学習を実施。
• 学生は小さなグループに分かれ、プロジェクトを与えられる。その一部は、パートナー企業から与えられた

本物のプロジェクト。
• 出身者により70社起業、時価総額の合計は800万ユーロに到達 (2016年6月時点)。



（参考）フランスの「42」について②
入学要件
• 学位要件はなく、18-30歳であれば誰でも申し込み可能。
• 受験者はまず、論理性などを測るオンラインのテストを受験。上位3000名が次のステップに進む。
• オンラインテスト通過者は、４週間に亘る”La Piscine”というプロジェクトベースの試験を受ける。
• ４週間受験者は毎日異なる課題に取り組むとともに、毎週チームプロジェクトに参加。この結果により

1000名が入学を許可される。
カリキュラム・卒業要件
• 教授不在、授業もなく、学生は全てプロジェクトベースで学習する。
• １年目はC言語によるUNIX開発環境の勉強主体。その後C++、Java等の他言語が導入される。
• ベースとなるスキル養成のため、入学当初はコアカリキュラムから始まり、その後それぞれ興味のあるプロ

ジェクトに参加。
• 学生はプロジェクトに参加することで”Experience point”を獲得、それに応じて”Level”が上がり、

Level 21に到達した時点で卒業となる。
• Levelを上げるペースは学生次第だが、平均で年に７つずつLevelを上げ、３年で卒業するのが目標

となっている。なお、1年間経過時点でレベル７以上になっていないと、退学勧告される。
運営
• 設立費用

• パリ：2000万ユーロ 、 シリコンバレー：4000万ドル
• 運営費用

• パリ：700万ユーロ／年 、 シリコンバレー：800万ドル／年
• 運営体制

• パリ：30～40名程度（教育、セキュリティ、イントラ管理） 、 シリコンバレー：６名
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広範囲かつ奥まで侵入する脅威
～サイバーセキュリティ対策～

１．コネクティッド・インダストリー（新技術・事業の社会実装／データ共有促進）
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）





サプライチェーンの構造の変化（つながるメリットと表裏一体のつながるリスク）

従来のサプライチェーン
定型的・直線的な主体の

つながりによる付加価値創造

Society5.0時代のサプライチェーン
データを含めた柔軟・動的・複雑で

多様なつながりによる付加価値創造
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産業サイバーセキュリティセンターの事業
 産業サイバーセキュリティセンターは、社会インフラ・産業基盤のサイバーセキュリティ対策の抜本強化

のための人材・技術・ノウハウを結集した組織。
 攻撃情報含めた最先端の国際知見の蓄積、制御システムの信頼性に関するリスク評価と、各業

界を想定した実機を使った模擬プラントを用いた実践演習を一体で行う。
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中小企業における
サイバーセキュリティ対策

１．コネクティッド・インダストリー（新技術・事業の社会実装／データ共有促進）
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）
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「人生100年時代」の
新たなヒューマン・インターフェース

１．コネクティッド・インダストリー（新技術・事業の社会実装／データ共有促進）
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）





社会経済構造の変化がもたらすコンテンツ産業の位置づけの変容
 第四次産業革命や生産性革命・働き方改革の実現に伴い、需要・供給の両面において、
①デマンドサイド：ライフワークバランスの変化による余暇の増加に起因する娯楽消費の増大
②サプライサイド：AIや機械が担えない「高度な創造性」が求められる仕事への労働移転

 中長期的には、クリエイティブな人間の経済活動（生産・消費）が価値化する経済社会へ。

 人間の創造性を付加価値の源泉とするコンテンツ産業の重要性は高まり、コンテンツのバリュー
チェーン（生産・流通～消費）に触れる者は増加していくことが考えられる。

（産業構造審議会 2020未来開拓部会「平成27年度報告」より）

＜サプライサイドの変化＞＜デマンドサイドの変化＞

（総務省 平成28年度社会生活基本調査より）

（内閣府 国民生活に関する世論調査（平成29年6月）より）

「今後10～20年程度で、アメリカの総雇用者の約47%の仕事が自動化されるリスクが高い」
（Michael A. Osborne（Oxford大准教授）”The Future of Employment”より）

○映画に関する年例階級別の行動者率の経年変化

○自由時間の過ごし方

○自由時間が増えた場合にしたいこと

62
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新たなヒューマン・インターフェース
～サービス産業生産性向上～

１．コネクティッド・インダストリー（新技術・事業の社会実装／データ共有促進）
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）
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求められる
デジタルトランスフォーメーション

１．コネクティッド・インダストリー（新技術・事業の社会実装／データ共有促進）
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）





















民のデジタルフォーメーション
多くの経営者が、将来の成長、競争力強化のために、新たなデジタル技術を

活用して新たなビジネス・モデルを創出・柔軟に改変するデジタル・トランス
フォーメーション（＝DX）の必要性について理解しているが・・・

既存システムが、事業部門ごとに構築されて、全社横断的なデータ活用ができ
なかったり、過剰なカスタマイズがなされているなどにより、複雑化・ブラックボック
ス化

経営者がDXを望んでも、データ活用のために上記のような既存システムの問
題を解決し、そのためには業務自体の見直しも求められる中（＝経営改革そ
のもの）、現場サイドの抵抗も大きく、いかにこれを実行するかが課題となって
いる

 この課題を克服できない場合、DXが実現できないのみでなく、2025年以降、
最大１２兆円／年（現在の約３倍）の経済損失が生じる可能性。









デジタルトランスフォーメーション推進に向けた主な政策
 平成30年5月に「デジタルトランスフォーメーションに向けた研究会」を設置し、ITシステムのあり方

を中心に、我が国企業がDXを実現していく上での現状の課題の整理とその対応策の検討を行い、
『DXレポート～ITシステム「2025年の崖」の克服とDXの本格的な展開～』として報告書を取
りまとめた（平成30年9月7日公表）。

 当該研究会では、DXを実現していく上でのITシステムに関する現状の課題やその対応策を中
心に議論を行い、以下に示す対応策が提言された。

１ 「DX推進ガイドライン」の策定（2018/12/12公表）
• システム刷新や新たなデジタル技術を活用するに当たっての「体制のあり
方」、「実行プロセス」等を提示

• 経営者、取締役会、株主等のチェック・リストとして活用
→コーポレートガバナンスのガイダンスや「攻めのIT経営銘柄」とも連動

２ 「見える化」指標、中立的な診断スキームの構築
経営者自らが、ITシステムの現状と問題点を把握できるよう、
• 「見える化」指標の策定
－技術的負債の度合い、データ活用のしやすさ等の情報資産の現状
－システム刷新のための体制や実行プロセスの現状

• 中立的で簡易な診断スキームの構築

3 DX実現に向けたITシステム構築におけるコスト・リスク低減
のための対応策

• 刷新後のシステムが実現すべきゴールイメージ（変化に迅速に追従できるシステ
ムに）の共有（ガイドラインでチェック）

• 不要なシステムは廃棄し、刷新前に軽量化（ガイドラインでチェック）
• 刷新におけるマイクロサービス等の活用を実証（細分化により大規模・長期に
伴うリスクを回避）

• 協調領域における共通プラットフォームの構築（割り勘効果）（実証）
• コネクテッド・インダストリーズ税制（2020年度まで）

4 ユーザ企業・ベンダー企業間の新たな関係
• システム再構築やアジャイル開発に適した契約ガイドラインの見直し
• 技術研究組合の活用検討（アプリケーション提供型への活用など）
• モデル契約にトラブル後の対応としてADRの活用を促進

5 DX人材の育成・確保
• レガシーシステムの維持・保守業務から解放し、DX分野に人材をシフト ・アジャイル開発の実践による事業部門人材のIT人材化
• スキル標準、講座認定制度による人材育成 93
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Ｇ２０に向けて

１．コネクティッド・インダストリー（新技術・事業の社会実装／データ共有促進）
２．ＡＩ戦略（技術開発／人材育成等）
３．サイバーセキュリティ対策
４．「人生100年時代」の新たなヒューマン・インターフェース
５．官民デジタルトランスフォーメーション（ＤＸ）





G20貿易・デジタル経済分野の主要課題
デジタル経済

•ソサイエティ５．０の実現に向けた、持続的経済成長と社会課
題解決のためのデジタルの活用・発展。

•そのための、ＡＩの活用促進やデジタル時代に合わせたガバナン
スギャップの解消、途上国や高齢者に対する包摂性など。

貿易・デジタル経済共通

• 電子商取引等の拡大や、自由なデータ流通とプライバシー・セ
キュリティのバランス確保のためのデジタル貿易ルールの重要性。
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